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要旨：下層階をコンクリート充填鋼管造（以下，CFT 造），上層階を鉄筋コンクリート造（以下，RC 造）と

した建築物において，CFT 部と RC 柱とを接合するため，「主筋付着方式」と「主筋定着方式」の 2 つの接合

方式を計画した。本研究では，接合方式が異なる 3 体の試験体を対象に構造実験を実施し，CFT 部と接合さ

れた高強度 RC 柱の曲げ特性を検討した。その結果，接合方式に関わらず，各試験体とも安定した紡錘形の履

歴性状を示すことを明らかにした。さらに，主筋定着方式を対象としたファイバーモデルは，履歴特性など

の解析値が実験値に概ね対応し，一定軸力下の高強度 RC 柱の曲げ特性を評価できることを示した。 
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1. はじめに 

 下層階では柱スパンが大きく計画の自由度が高い空間

とするためコンクリート充填鋼管造（以下，CFT 造）と

し，上層階では居住性を確保するため鉄筋コンクリート

造（以下，RC 造）とする建築物では，途中階で下階の

CFT 柱と上階の RC 柱とを接合することが求められる

（図－1）。CFT 柱と RC 柱との接合に関する既往の研究

では，CFT 柱梁接合部内へ RC 柱主筋を定着する方式 1)

のほか，柱に設けた接合鋼管内へ RC 柱主筋を定着する

方式 2),3)など，様々な接合方式が検討されている。 

筆者らは，柱の柱脚部にて CFT 部と RC 柱を接合する

方式として，接合鋼管内コンクリートとの付着力により

柱主筋の引張力を接合鋼管へ伝達する「主筋付着方式」

のほかに，接合鋼管内に設けた定着板に柱主筋を機械的

に緊結した「主筋定着方式」を考案して，2 つの接合方

式について研究している。本論文では，接合方式が異な

る 3 体の試験体を対象として構造実験を実施し，CFT 部

と接合された高強度 RC 柱の曲げ特性を検討する。さら

に，主筋定着方式を対象としたファイバーモデルによる

解析値の実験値に対する適合性について検討する。 

 

 
(a)主筋付着方式 (b)主筋定着方式    (c)架構の概念 

図－1 本研究の対象とする異種部材の接合方式 

2. 実験概要 

2.1 試験体諸元 

 表－1に試験体一覧，図－2に試験体図を示す。試験体

は柱脚と柱頭に異なる CFT 部との接合部を有する 3 体

の Fc60 級の高強度 RC 柱である。主な試験体パラメータ

は，CFT 部と RC 柱の接合方式のほか，接合鋼管の板厚

および高さ，補強リブの有無，定着金物の箇所数等とし

た。CFTRC-0 は縮尺を実大の約 2/3 とし，RC 柱の柱頭

を主筋定着方式，柱脚を主筋付着方式で CFT 部と接合し

た。主筋付着方式では，接合鋼管内の上部にロ形の定着

板を設けた。定着板には柱主筋貫通用の孔があり，柱主

筋は接合鋼管内の定着長が 30db（db：柱主筋径）の機械

式定着とした。また，接合鋼管内にはコンクリートの抜

け出し防止のための水平リブ，定着板には補強用の鉛直

リブを設けた。主筋定着方式では，接合鋼管内にロ形の

定着板を 2 段設け，左側は 2 段とも定着金物を用いて柱

主筋を定着板に緊結し，右側は 1 段だけ柱主筋と緊結し

た。また定着板には 2 段とも補強用の鉛直リブを設けた。

CFTRC-1,2 は縮尺を実大の約 1/2 とし，RC 柱の柱頭と柱

脚ともに主筋定着方式により CFT 部と接合した。接合鋼

管内にロ形の定着板を 2 段設けたが，柱主筋と定着板の

緊結は共に 1 段だけである。補強用の鉛直リブは柱脚側 

 

表－1 試験体一覧 

試験体名 CFTRC-0 CFTRC-1 CFTRC-2 

縮尺 約 2/3 約 1/2 

骨材径 20mm 13mm 

軸力 N 
一定軸力 

(0→引張→圧縮) 

一定軸力 

(圧縮) 
変動軸力 

接合 

方式 

柱頭側(上) 
主筋定着方式 

(鋼管板厚 28mm) 

主筋定着方式 

(鋼管板厚 25mm) 

柱脚側(下) 
主筋付着方式 

(定着長 30db) 

主筋定着方式 

(鋼管板厚 22mm) 

*1 戸田建設株式会社 技術研究所 修士（工学）   （正会員） 

*2 戸田建設株式会社 構造設計部 博士（工学）   （正会員） 

*3 戸田建設株式会社 構造設計部 修士（工学）   （正会員） 
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接合鋼管の下段の定着板にのみ設けた。また，RC 柱端面

近傍の一部の柱主筋に機械式継手を設けた。各試験体の

耐力余裕度は表－2のように設定し，RC 柱の曲げ破壊が

先行するように計画した。 

2.2 材料試験結果 

表－3 および表－4 に材料試験結果を示す。全試験体

共通でコンクリートの設計基準強度は Fc60，柱主筋は

SD490，柱帯筋は SBPD1275 とした。 

2.3 加力方法および加力スケジュール 

図－3 に加力装置と変動軸力を示す。加力は RC 部の

中央高さを反曲点とした逆対称曲げせん断実験とした。

加力は試験体の部材角 R=δH/H（δH：水平変位，H：試験

区間）で制御した。CFTRC-0 に作用させる軸力は 3 段階

あり，まず初めに軸力 0kN とし，R=±1.25，2.5×10-3rad

を各 1 回，R=±5×10-3rad を 2 回加力した。次に一定引

張軸力 0.5agσy（ag：柱主筋の全断面積，σy：降伏強度）を

作用させて，R=±2.5×10-3rad を 1 回，R=±5，6.7，10，

15，20，25×10-3rad を各 2 回加力した。最後に一定圧縮

軸力 0.25bcDcσB（bc；RC 柱幅，Dc：RC 柱せい，σB：コン

クリートの圧縮強度）を作用させて，R=±2.5×10-3rad を

1 回，R=±5，6.7，10，15，20，25，30×10-3rad を各 2 回

加力した。CFTRC-1 は一定圧縮軸力 0.22bcDcσB，CFTRC-

2 は水平力に対応して圧縮側が最大 0.5bcDcσB，引張側が

最大 0.5agσyとなる変動軸力を作用させて，R=±1.25，2.5

×10-3rad を各 1 回，R=±5，6.7，10，15，20，25，30×

10-3rad を各 2 回の後，R=±40×10-3rad を 1 回加力した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 試験体の耐力余裕度 

試験体 CFTRC-0 CFTRC-1 CFTRC-2 
柱頭 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭 柱脚 

RC 柱の 
曲げ余裕度※1 

軸力 

なし 3.45 2.24 - - - - 
引張 5.21 3.36 - - 5.02 4.35 
圧縮 2.48 1.64 2.47 2.20 2.58 2.30 

RC 柱の 
せん断余裕度※2 

なし 2.53 - - 
引張 4.04 - 3.31 
圧縮 2.80 1.45 1.50 

RC 柱の 
付着余裕度※3 

なし 1.72 - - 
引張 2.55 - 3.32 
圧縮 1.08 1.41 1.45 

※1：（CFT 脚部短期曲げ耐力 4））／（RC 柱端部曲げ終局モーメント 5）時

に生じる CFT 脚部の曲げモーメント） 

※2：（RC 柱せん断終局耐力 6））／（RC 柱端部曲げ終局モーメント 5）時

に生じる RC 柱せん断力） 

※3：（RC 柱主筋の付着割裂破壊によって決まるせん断終局耐力 6））／

（RC 柱端部曲げ終局モーメント 5）時に生じる RC 柱せん断力） 

 

表－3 材料試験結果（コンクリート） 

試験体名 
圧縮強度 
σB [N/mm2] 

圧縮強度時 
ひずみ εc [μ] 

引張強度 
σt [N/mm2] 

ヤング係数 
Ec [×104N/mm2] 

CFTRC-0 67.8 2669 3.63 3.27 
CFTRC-1 
CFTRC-2 

63.3 2774 3.14 3.65 

 

表－4 材料試験結果（鉄筋・鋼材） 

試験体名 試験片 使用部位 
降伏強度 
σy [N/mm2] 

降伏ひずみ 
εy [μ] 

CFTRC-0 

D25(SD490) 柱主筋・芯鉄筋 508 2696 
U10.7(SBPD1275) 柱帯筋 1403 8636 

t12(SS400) 鉛直・水平リブ 349 1859 

t28(SN490B) 
下部接合鋼管 
ロ形定着板 

354 2380 

t32(SN490B) 上部接合鋼管 351 3544 

CFTRC-1 
CFTRC-2 

D22(SD490) 柱主筋・芯鉄筋 538 3008 
U7.1(SBPD1275) 柱帯筋 1282 8027 

t12(SS400) 鉛直リブ 361 1986 
t19 (SN490B) 下部ロ形定着板 354 1960 

t22 (SN490B) 
下部接合鋼管 

上部ロ形定着板 
338 1923 

t25 (SN490B) 上部接合鋼管 338 1947 

 

図－2 試験体図（単位：mm） 
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図－3 加力装置と変動軸力の履歴 

 

3. 実験結果 

3.1 層せん断力－部材角関係 

図－4に各試験体の層せん断力（Q）－部材角（R）関

係および破壊状況写真，表－5 に最大耐力と計算値との

比較を示す。図中の cQMu は，RC 柱の両端部が曲げ終局

モ－メント（靭性指針 5)に示される ACI ストレスブロッ

ク法により軸力の最大値を用いて算出）に達した時に生

じる柱の内法高さにおけるせん断力の計算値である。 

CFTRC-0 では，準備加力として軸力なしの状態で R=

±1.25～5×10-3rad まで加力した。概ね R=±1.25×10-3rad 

時に曲げひび割れが発生して，R=+5×10-3rad の 1 サイ

クル目において両接合方式のRC 柱端面近傍の柱主筋が

降伏した。この時点で両接合方式ともにかぶりコンクリ

－トの圧壊は生じなかった。次に，一定引張軸力とした

R=±2.5～25×10-3rad の加力では，R=+5×10-3rad の 1 サ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イクル目において両接合方式のRC 柱端面近傍の柱主筋

が一部降伏した。R=±6.7×10-3rad の 1 サイクル目にお

いて cQMu に達した。両接合方式ともに RC 柱端面近傍に

おいて曲げひび割れおよびコンクリートの圧壊が生じた

が，R=±25×10-3rad まで顕著な耐力低下は見られなかっ

た。最後に，一定圧縮軸力とした R=±2.5～30×10-3rad の

加力では，R=±15×10-3rad の 1 サイクル目において cQMu 

に達した。両接合方式ともに RC 柱端面近傍においてコ

ンクリ－トの圧壊が生じて，かぶりコンクリ－トの剥落

が見られたが，R=±30×10-3rad まで顕著な耐力低下は見

られず，安定した紡錘型の履歴ル－プを示した。 

CFTRC-1 では，R=±2.5×10-3rad 時に曲げひび割れが

発生した。荷重が cQMu に達した R=±15×10-3rad 時に RC 

柱端面近傍のコンクリートが圧壊して，R=±20×10-3rad

時に上下の接合部の RC 柱端面近傍の柱主筋が降伏した。

R=±40×10-3rad まで大きな耐力低下は見られず，最後ま

で安定した紡錘型の履歴ル－プを示した。 

CFTRC-2 では，R=±2.5×10-3rad 時に曲げひび割れが

発生した。圧縮軸力下の正側加力では，荷重が cQMu に達

した R=+5×10-3rad 時に RC 柱端面近傍のコンクリート

が圧壊して，R=+20×10-3rad 時に上下の接合部の RC 柱

端面近傍の柱主筋が降伏した。引張軸力下の負側加力で

は，荷重が cQMu に達した R=-5×10-3rad 時に上下の接続

部の RC 柱端面近傍の柱主筋が降伏して，R=-20×10-3rad

時に RC 柱端面近傍のコンクリートが圧壊した。R=+40

×10-3rad時にコンクリートの圧壊が原因と考えられる耐

力低下が見られたが，最後まで安定した履歴ル－プを示

した。 
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(a) CFTRC-0(軸力なし)             (b) CFTRC-0(引張軸力) 

 

     

(c) CFTRC-0(圧縮軸力)                (d) CFTRC-1                       (e) CFTRC-2 

図－4 層せん断力－変形角関係 

表－5 最大耐力と計算値との比較 

試験体名 軸力 
実験値 

cQmax [kN] 

計算値 

cQMU [kN] 

cQmax  

cQMU 

CFTRC-0 

なし 1888 1793 1.05 

引張 1522 1161 1.31 

圧縮 2917 2331 1.25 

CFTRC-1 圧縮 1984 1529 1.30 

CFTRC-2 
圧縮 2184 1489 1.46 

引張 -1157 -809 1.43 

R=+5×10-3rad ピーク時 R=+25×10-3rad ピーク時 

R=+30×10-3rad ピーク時 R=+20×10-3rad ピーク時 R=-20×10-3rad ピーク時 

-10000

-5000

0

5000

-5000-2500 0 2500 5000

N [kN]

Q [kN]

0.22bcDcσB

0.5agσy

0.5bcDcσB

CFTRC-2
変動軸力履歴

※図中の cQMUの勾配は P-Δ効果(=R・N)による。 
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3.2 変形成分 

図－5 に各試験体の柱を反曲点位置で上下に分割した

時の変形成分割合を示す。変形成分の内訳は RC 柱の曲

げ変形およびせん断変形と，接合鋼管の曲げ変形および

せん断変形とした。なお，CFTRC-0 の圧縮軸力時の変形

成分は，かぶりコンクリートの破壊の進展により測定機

器を取り外したため検討から除外する。各試験体ともRC

柱の曲げ変形が全変形の 50%以上を占めていた。特に，

引張軸力下では RC 柱の曲げ変形とせん断変形が大きく，

接合鋼管の変形は小さい。CFTRC-0 では，接合鋼管の高

さの違いから，主筋付着方式における接合鋼管の曲げ変

形が主筋定着方式に比べて 10％程度大きい。また，

CFTRC-1 および CFTRC-2 の上下の接合方式で変形成分

を比較すると，最大でも 10％程度の差であり，接合鋼管

の板厚や鉛直リブの有無の影響は僅かであった。 

3.3 曲率分布 

 図－6 に各試験体の曲率分布，図－7 に曲率分布の測

定方法を示す。曲率分布についても，なお，曲率分布に

ついても，CFTRC-0 の圧縮軸力時は加力の途中で測定機

器を取り外したため検討から除外する。各試験体の曲率

は，接合方式および軸力の大きさに関わらず，CFT 部と

RC 柱の接合位置で最も卓越し，それ以外の RC 柱や接合

鋼管の位置では非常に小さい。 

RC 柱の主筋が接合鋼管から抜け出すような挙動は見

られず，2 つの接合方式において CFT 部の接合鋼管と RC

柱の主筋との間で応力伝達がなされ，RC 柱端面近傍に

おいて RC 柱の曲げ破壊が進展したと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－6 曲率分布（[]内は加力方向） 
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ここに， 

φj：区間の平均曲率 

δ1：区間左側の伸び 

δ2：区間右側の伸び 

Δhi：区間長 

Li：区間幅 

 

 

図－7 曲率の計測方法 
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(a)CFTRC-0(下)[+]軸力 0  (b)CFTRC-0(上)[+]軸力 0  (c)CFTRC-0(下)[+]引張軸力 (d)CFTRC-0(上)[+]引張軸力 

 
(e)CFTRC-1(下)[+]圧縮軸力 (f)CFTRC-1(上)[+]圧縮軸力 (g)CFTRC-1(下)[-]圧縮軸力 (h)CFTRC-1(上)[-]圧縮軸力 

 
(i)CFTRC-2(下)[+]圧縮軸力 (j)CFTRC-2(上)[+]圧縮軸力 (k)CFTRC-2(下)[-]引張軸力 (l)CFTRC-2(上)[-]引張軸力 

図－5 変形成分割合（[]内は加力方向） 
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4. 主筋定着方式を対象としたファイバーモデル 

4.1 解析計画 

主筋定着方式の CFTRC-1 を対象として，ファイバー

要素を用いた部材モデルを構築して静的弾塑性解析を実

施した。解析値と実験値との比較により，部材モデルの

適合性について検討した。解析には，曲げおよび軸力に

対して平面保持を仮定したファイバーモデル（図－8，9）

を用い，部材の柔性分布は両端を直線補間する仮定 7)と

した。解析ケースは部材軸方向の分割数および接合鋼管

のモデルが異なる 2 ケースとした。ケース A では，CFT

部と RC 柱に分割して，RC 柱と上下の CFT 部の 3 部材

にモデル化した。ケース B では，接合鋼管の拘束や主筋

降伏位置に着目し，接合鋼管をロ形定着板位置で CFT 部

と接合部に 2 分割して，RC 柱と上下の CFT 部・接合部

の 5 部材にモデル化した。 

コンクリートの復元力特性には曲線剛性逓減型モデ

ル 7)を用いた。コンクリートの応力－ひずみ関係には，

柱帯筋および接合鋼管による拘束効果 8)を考慮した（図

－10）。RC 柱のコンクリート要素は，柱帯筋の内側をコ

アコンクリート（拘束考慮），外側をかぶりコンクリート

（非拘束）として区別した。CFT 部の内側のコンクリー

ト要素は，接合鋼管による拘束効果を考慮した。接合部

の内部のコンクリート要素は，RC 柱と CFT 部との中間

領域と考えて接合鋼管の拘束を低減させ，帯筋の外側と

内側のコンクリートとも RC 柱のコアコンクリートと同

様に柱帯筋による拘束のみ考慮した。柱主筋および接合

鋼管の復元力特性には修正 Ramberg-Osgood 型モデル 7)

を用いた（図－11）。降伏後の剛性は 1/100Es（Es：鋼材の

ヤング係数）とした。ただし，CFT 部と RC 柱との接合

位置が危険断面位置となるように，ケース B の接合部内

の柱主筋は弾性体と仮定した。各要素のヤング係数およ

び降伏強度には材料試験結果を用いた。 

せん断ばねの履歴特性は原点指向型として，RC 柱で

はせん断ひび割れによる剛性低下を考慮したトリリニア

（図－12），CFT部および接合部ではバイリニアとした。

RC 柱のせん断ひび割れ強度は文献 10)，曲げ降伏時のせ

ん断変形（Rsy）は文献 11)に準拠し算出した。CFT 部およ

び接合部のせん断耐力には接合鋼管を考慮し，せん断剛

性には接合鋼管と接合鋼管内のコンクリートを考慮した。 

 

図－8 部材モデル（単位：mm） 

4.2 解析結果 

図－13に層せん断力（Q）－部材角（R）関係，図－14

に各サイクルにおける履歴性状の解析値と実験値との比

較を示す。ケース A では解析値の初期剛性および R=±

10×10-3rad 時の Q が実験値と比較してやや大きい。降伏

後の R=±20×10-3rad の Q は解析値と実験値で概ね対応

している。R=±30×10-3rad 以降は解析値の Q が実験値

と比較して 1 割ほど小さい。これは RC 柱と CFT 柱との

中間領域として定義した接合部を設けず，接合鋼管を全

て CFT 部として評価したためであると考えられる。ケー

ス B では初期剛性が実験値に概ね対応しており，R=±10

×10-3rad および R=±20×10-3rad の Q も対応がよく，R=

±30×10-3rad 以降の大変形時の Q および履歴性状はケ

ース A に比べて実験値に対応していることがわかる。 

 

  

図－9 ファイバー要素 図－10 コンクリート特性 

   

図－11 主筋・鋼管特性 図－12 RC 柱のせん断ばね特性 

 
(a)ケース A 

 

  (b)ケース B 

図－13 層せん断力－変形角関係の比較 
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図－15 に正加力時における等価粘性減衰定数（heq）

の解析値と実験値との比較を示す。両ケースともに R=±

10×10-3rad程度までは解析値が実験値をやや下回る傾向

にある。ケース A では R=±15×10-3rad 以降，ケース B

では R=±20×10-3rad 以降において解析値は実験値より

やや大きいが，R=±20×10-3rad までは概ね対応している。 

図－16 に正加力時における引張主筋のひずみ分布に

ついて解析値と実験値との比較を示す。R=±10×10-3rad

では，ケース A は解析値が実験値よりもやや大きいが，

ケース B は解析値が実験値とほぼ一致している。R=±20

×10-3rad では，ケース A は解析値が実験値よりやや大き

く，ケース B は解析値が実験値よりやや小さいが，主筋

ひずみ分布は両ケースとも概ね対応している。 

 解析値は実験値に対して，ケース A の初期剛性がやや

高くケース B の対応が比較的良いが，柱の部材角 1/50 以

下の変形領域では両ケースとも概ね対応している。 

なお，変動軸力下における CFTRC-2 を対象としたフ

ァイバーモデルの検討は，今後の課題である。 

 

 
(a)ケースA(R=10×10-3rad) (b)ケースA(R=20×10-3rad) 

 
(c)ケースB(R=10×10-3rad) (d)ケースB(R=20×10-3rad) 

図－14 履歴性状の比較 

 
図－15 等価粘性減衰定数推移の比較 

 

(a) 上部接合位置 (b) 下部接合位置 

図－16 柱主筋ひずみ分布の比較 

5. まとめ 

 CFT 部と接合された高強度 RC 柱試験体の構造実験を

実施した。本実験の範囲内であるが，以下の知見を得た。 

(1) 各試験体とも CFT 部と RC 柱の接合位置近傍にお

いて柱主筋が降伏する紡錘形の履歴性状を示した。 

(2) 各試験体の変形成分割合は，RC 柱の曲げ変形とせ

ん断変形が大きく，CFT 部の変形は小さい。 

(3) 各試験体の曲率は，接合方式に関わらず CFT 部と

RC 柱との接合位置近傍で最大となった。 

(4) 主筋定着方式を対象としたファイバーモデルによ

る一定軸力下の試験体の解析では，CFT 部などを考

慮することにより，柱の部材角 1/50 以下の変形領

域では，解析値は実験値と概ね対応した。 

CFT 部と RC 柱の接合位置での応力伝達機構や，その

評価方法については今後報告したい。 
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